
文部科学省

○留学ビザから就労ビザへの
切替手続きでの優遇措置

法務省

中小・中堅企業等

大学

外国人留学生
奨励

奨学金
(学習奨励費)

（特別プログラムの受講者）

経済団体
申請

配
慮

○インターンシッププログラムの構築
・企業での実務内容の確認（大学）
・プログラム中の定期報告（企業）

地方自治体

経済産業省

・インターンシップの提供
・留学生採用枠の拡大

就職
特別プログラム

・ビジネス日本語
・キャリア教育（日本企業論等）
→企業から講師を派遣
・就職活動方法
・1か月以上のインターンシップの組
み込み

受
講

コンソーシアムを構築

開設

留学生就職促進プログラム

○成長戦略における 「外国人材の我が国企業への就職の拡大」に
向け、各大学が地域の自治体や産業界と連携し、就職に必要なスキ
ルである「ビジネス日本語」「日本での企業文化等キャリア教育」「中
長期インターンシップ」を一体として学ぶ環境を創設する取組を支援
し、外国人留学生の我が国での定着を図るとともに、日本留学の魅
力を高め、諸外国から我が国への留学生増加を図る。

○ 実施拠点（12拠点）
北海道大学、東北大学、山形大学、群馬大学、東洋大学、
横浜国立大学、金沢大学、静岡大学、名古屋大学、関西大学、
愛媛大学、熊本大学

事業概要
【日本再興戦略改訂2016 （平成28年6月2日閣議決定）（抜粋）】
Ⅲ イノベーション・ベンチャー創出力の強化、チャレンジ精神にあふれる人材の創出等
２．多面的アプローチによる人材の育成・確保等 ２－３．多様な働き手の参画
（２）新たに講ずべき具体的施策 ⅳ）外国人材の活用
②外国人留学生、海外学生の本邦企業への就職支援強化

外国人留学生の日本国内での就職率を現状の３割から５割に向上させる
ことを目指し、留学生に対する日本語教育、中長期インターンシップ、キャ
リア教育などを含めた特別プログラムを各大学が設置するための推進方
策を速やかに策定し、（中略）来年度より、各大学が同プログラムを策定す
ることを支援する。

背景

採択・委託

日本学生支援機構

平成30年度予算額（案）：362百万円（平成29薞褵予算額：362嗻羒幁）

助言

厚生労働省
（ハローワーク）

・マッチングの場の提供
・大学、企業への助言

助
言

・海外でのジョブフェアの開催
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留学生就職促進プログラム選定大学及び参画機関
平成29年6月現在

受託機関
（申請大学）

参画機関

大学 地方公共団体 民間団体等

北海道大学 北海道科学大学 北海道 キャリアバンク（株）

東北大学
宮城学院女子大学、東北工業大学、東北
学院大学

宮城県、仙台市 仙台商工会議所、（一社）東北経済連合会、宮城県中小企業団体中央会、東北大学萩友会

山形大学 東北公益文科大学 山形県 山形県国際交流人材育成推進協議会

群馬大学

群馬県立女子大学、高崎経済大学、前橋
工科大学、共愛学園前橋国際大学、関東
学園大学、上武大学、高崎商科大学、高崎
健康福祉大学、群馬工業高等専門学校

群馬県、群馬県警察本部、前橋市、
高崎市、桐生市、太田市、川場村

群馬県観光物産国際協会、前橋市国際交流協会、高崎市国際交流協会、桐生市国際交流協会、群馬県商工
会議所連合会、群馬県商工会連合会、群馬県中小企業団体中央会、群馬県経営者協会、群馬県酒造組合、群
馬経済同友会、上毛新聞社、群馬テレビ(株)、(株)エフエム群馬、サンデンホールディングス(株)、(一財)サンデ
ン環境みらい財団、永井酒造(株)、(株)田園プラザ川場、増田煉瓦(株)、グリンリーフ(株)、鳥山畜産食品(株)、
(株)前田設備、(株)群馬銀行、群馬労働局

東洋大学 島根大学、金沢星稜大学 島根県、石川県、日立市
島根県経営者協会、いしかわ就職・定住総合サポートセンター、日立地区産業支援センター、日本国際化推進
協会

横浜国立大学 横浜市立大学 神奈川県、横浜市
（公財）神奈川産業振興センター、（一社）神奈川県商工会議所連合会、神奈川県商工会連合会、神奈川県中
小企業団体中央会、横浜商工会議所、（一社）横浜市工業会連合会、（公財）横浜企業経営支援財団、（株）浜
銀総合研究所、（公財）横浜市国際交流協会・国際学生会館

金沢大学 信州大学 石川県、長野県、福井県 北陸経済連合会、（一社）長野県経営者協会、（株）北陸銀行、（株）八十二銀行

静岡大学
常葉大学、静岡理工科大学、静岡英和学
院大学、沼津工業高等専門学校

静岡県、静岡市、浜松市

（公社）ふじのくに地域・大学コンソーシアム、（公社） 静岡県国際経済振興会（SIBA）、（公財）静岡県国際交流
協会、（一社）静岡県経営者協会、（公財）就職支援財団、（一財）静岡経済研究所、アジアブリッジ企業連絡会、
（株）アルバイトタイムス、（株）はまぞう、静岡県行政書士会、（一社）静岡県信用金庫協会、（公財）浜松国際交
流協会、静岡労働局

名古屋大学 名古屋工業大学、岐阜大学、名城大学 愛知県、岐阜県
愛知県経営者協会、（一社）岐阜県経営者協会、中部経済同友会、（一社）中部経済連合会、（独）日本貿易振
興機構（ジェトロ）名古屋貿易情報センター

関西大学 大阪大学、大阪市立大学、大阪府立大学 大阪府、吹田市

（公財）大阪府国際交流財団、（公財）吹田市国際交流協会、（公財）箕面市国際交流協会、（公社）関西経済連
合会<グローバル人材活用運営協議会>、大阪商工会議所、（一財）大阪労働協会、大阪外国人雇用サービスセ
ンター、大阪府行政書士会、（株）りそな銀行、（株）池田泉州銀行、三井不動産関西支社、パナソニック（株）、
（株）日立ハイテクノロジーズ、カワソーテクセル（株）、（株）i-plug、フォースバレー・コンシェルジュ（株）＜TOP
CAREER＞、（特非）グローカル人材開発センター、（株）トモノカイ、（行）第一綜合事務所、（株）NPCコーポレー
ション、（独）都市再生機構西日本支社、（株）レオパレス21、ユニヴ・ライフ（株）、関西大学生活協同組合、（株）
ネクステージ、（特非）OUEN Japan、コミュニカ学院、（公財）日本漢字能力検定協会、（公財）関西生産性本部、
（独）日本貿易振興機構（ジェトロ）大阪本部

愛媛大学 ― 愛媛県
愛媛県国際交流協会、愛媛県商工会議所連合会、愛媛県商工会連合会、愛媛県中小企業団体中央会、愛媛
経済同友会、愛媛県中小企業家同友会、（一社）えひめ若年人材育成推進機構、（特非）ワークライフ・コラボ

熊本大学 ― 熊本県 （一社）熊本県情報サービス産業協会、（一社）熊本県工業連合会、熊本県社会・システムＩＴコンソーシアム
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